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Ａ. 研究目的 

本研究は、看護職員の需給推計の現状と、

将来的に必要とされる推計モデルのあり方お

よび課題を明らかにすることを目的とする。 

具体的には、以下の 4 つの観点から調査・

分析を行った。第 1 に、第 8 次医療計画にお

ける看護職員の需給推計の全国的な実施状況

と、実施自治体における推計手法および今後

の推計に向けた課題の把握。第 2 に、推計を

既に実施した 4 県へのヒアリング調査を通じ

て、推計方法や「中間とりまとめ」との乖離

要因、課題等の抽出。第 3 に、中間とりまと

めの供給推計と実際の看護就業者数との比較

により、推計の妥当性を検証すること。第 4

に、常勤換算数と実人員数の乖離を補正する

「補正係数」の分析を通じて、将来的な推計

モデルにおいて考慮すべき因子を明らかにす

ることである。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、複数のアプローチを組み合わせ

ることで、多角的かつ実証的な分析を試みた。

以下の 4 つの方法により調査・分析を実施し

た。 

 

 

 

研究要旨 

本研究は、第 8 次医療計画に関連して、看護職員の需給推計の妥当性と今後の推計モデルの在

り方を多面的に検討することを目的とした。全国 47 都道府県を対象としたアンケート調査、第 8 次医

療計画で需給推計を実施した 4 県へのヒアリング調査、令和元年に報告された「中間とりまとめ（医療

従事者の需給に関する検討会 看護職員需給分科会）」で示された供給推計値と 2020年の実績値と

の比較による供給推計の妥当性検証、ならびに日本看護協会の DiNQL データを活用し常勤換算数

から実人員数を推計するための補正係数に関する分析を通じて、今後の推計手法の課題を明らかに

した。これらの結果から、今後の医療・介護需要を踏まえ、看護職員の多様な働き方などの就労実態

の変化等に対応するためのシミュレーションを含めた需要推計モデルや地域の将来的な人口等の実

情を踏まえた供給推計モデルの構築が必要であること、また、需給推計方法の標準化や都道府県の

需給推計担当の実務者に対する需給推計への支援体制の整備が求められることが明らかとなった。 
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１．全国調査 

全国 47 都道府県を対象に、第 8 次医療計

画における看護職員需給推計の実施状況（実

施の有無・実施予定）、実施した場合の推計

手法、使用データ、今後の推計において考慮

すべき需要・供給要因、今後の推計に対する

意見や要望等について、メールによる Excel

形式の調査票の配布・回収を通じて、アンケ

ート調査を実施した。調査期間は令和 6 年 6

月 5日から 6月 28日とした。 

 

２．ヒアリング調査 

第 8 次医療計画に基づいて需給推計を実施

済みの自治体のうち、データ提供および協力

が得られた 4 県を対象に、推計手法、推計の

前提条件、推計に活用したデータ、中間とり

まとめの結果との乖離状況、推計結果の活用

状況、技術支援の要望、今後の改善点につい

て、半構造化インタビューを通じて詳細に聴

取した。ヒアリングは 2024 年 11 月 1 日～26

日の間にオンラインや対面で実施した。 

 

３．供給推計の妥当性検証 

看護課調べの最新データ（2020年）と、国

の「中間とりまとめ」による供給推計値を比

較し、都道府県別に誤差率を算出した。2014

年の実績値と 2025 年の推計値から、2020 年

値を線形補間により推定し、実測値との乖離

を定量的に評価した。 

 

４．補正係数の分析 

看護職員の常勤換算数と実人員数の乖離を

定量的に評価するため、公益社団法人日本看

護協会の DiNQL データ（2024 年 10 月分）を

活用し、短時間勤務率、有給休暇取得率、夜

勤負担軽減策、院内保育の有無等の要因ごと

に補正係数（実人員数÷常勤換算数）の算出

を行った。さらに群間の差の検定や重回帰分

析を行い、有意な影響を与える要素の特定を

試みた。 

 

 

Ｃ. 研究結果 

１．全国調査の結果 

調査により、2024年 3月末時点で需給推計を完

了した自治体は全体の 15.0%（6自治体）、今後実

施予定とした自治体も 15.0%であった。一方、未

定が 55.0%、実施予定なしが 2.5%となり、全体と

して推計体制が未整備な状況が明らかとなった。

自由記述では、国による手法の明確化、在宅領域

を含む需給把握、領域別推計の必要性などが指摘

された。 

 

２．ヒアリング調査の結果 

4県では、「中間とりまとめ」を参考にしつつ、

地域医療構想や病床必要量に即した独自の補

正・係数を用いた推計が行われていた。訪問看

護・在宅医療への対応は共通課題とされ、今後

これらに即した推計モデルの構築が求められて

いる。また、短時間勤務や夜勤軽減策の導入な

ど労働環境の変化を踏まえた推計の必要性が強

調され、複数シナリオに対応可能な柔軟なモデ

ル構築への要望も確認された。 

 

３．供給推計の妥当性検証 

2020年の国推計と実績値の比較では、全国平

均の誤差率は-3.83%、47 都道府県中 46 道府県

で±10%以内に収まり、特に±5%以内の県も多数

あった。唯一誤差が大きかった栃木県では、モ

デルに反映されない地域特性があった可能性が

示唆された。 

 

４．補正係数に関する分析 

短時間勤務者の割合が高いほど補正係数も高

くなる傾向が確認され、20％以上では 1.14 を示

した。有給休暇取得率が低い施設では最大 1.18と

高く、夜勤軽減策や院内保育所の設置も補正係数

を有意に押し上げる要因であった。 
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Ｄ. 考察  

本研究を通じて、看護職員の需給推計に関す

る現状と課題が多面的に明らかとなった。全国

調査では、推計未実施の自治体が多く、推計手

法の標準化・支援の必要性が示唆された。一方、

推計に取り組む自治体では、労働環境や地域特

性を反映した因子の導入が進みつつあり、推計

モデルの柔軟性と精緻化が今後の鍵となる。 

供給推計については、現行手法が一定の妥当

性を有することが確認されたが、推計誤差の大

きい地域も存在し、離職率や再就業率など地域

固有の前提条件の考慮が不可欠である。定年延

長や年齢階級別の就業継続率も、今後の重要な

補正因子と考えられる。 

補正係数の分析からは、短時間勤務や有休取

得、夜勤負担軽減策などが実人員数に与える影

響が定量的に確認され、常勤換算数のみに依拠

した推計が実態を過少評価する可能性があるこ

とが示された。これらの結果は、今後の需給推

計における「実人員数」への補正に関して、労働

環境要因を組み込むことの重要性を裏付けるも

のである。 

 

Ｅ. 結論 

本研究では、全国調査・ヒアリング調査・妥当

性検証・補正係数分析という 4 つの方法を通じ

て、看護職員需給推計の現状と課題を明らかに

した。現行の供給推計手法には一定の妥当性が

認められるが、地域の実態や人口動態の変化を

的確に反映する必要がある。 

また、需要推計においては、働き方の多様化や

在宅医療の進展を踏まえた柔軟なモデル構築が

求められる。加えて、実人員数を反映するため

の補正係数の活用と、推計モデルの標準化、自

治体への技術的支援体制の強化が今後の課題で

ある。 

これらの取り組みを通じて、看護職員需給推

計の精度と実効性を高め、持続可能な医療提供

体制の構築に資することが期待される。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表（発表誌名巻号・頁・発行年等も記
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なし 
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